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平成１８年（行ケ）第１０１３６号 審決取消請求事件（平成１８年６月１３日口

頭弁論終結）

判 決

原 告 ド ン ナ ハ ウ ス 株 式 会 社

訴訟代理人弁護士 矢 野 敏 樹

同 弁理士 保 科 敏 夫

被 告 特 許 庁 長 官 中 嶋 誠

指 定 代 理 人 梅 澤 修

同 岩 井 芳 紀

同 大 場 義 則

主 文

原告の請求を棄却する。

訴訟費用は原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

特許庁が不服２００５－５１５０号事件について平成１８年２月２２日にし

た審決を取り消す。

第２ 当事者間に争いがない事実

１ 特許庁における手続の経緯

原告は，平成１５年５月２２日にした意匠登録出願（意願２００３－１４１

３５号，以下「原出願」という。）の一部を分割して，同年１１月４日，別添

審決謄本写しの別紙第１表示の意匠について，意匠に係る物品を「ピアノ補助

ペダル」とする新たな意匠登録出願（意願２００３－３２４７６号，以下「本

件出願」といい，その意匠を「本願意匠」という。）をしたが，平成１７年２

月２３日付けで拒絶査定を受けたので，同年３月２４日，拒絶査定に対する不
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服の審判を請求した。

特許庁は，これを不服２００５－５１５０号事件として審理し，平成１８年

２月２２日，「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決をし，その謄本

は，同年３月３日，原告に送達された。

２ 審決の理由

審決は，別添審決謄本写し記載のとおり，本件出願について，意匠法１０条

の２第１項の規定による原出願からの出願の分割は認められず，同法４条２項

の規定の適用も認められないとした上で，本願意匠は，その出願前に日本国内

又は外国において電気通信回線を通じて公衆に利用可能となった，著者の氏名

ドンナハウス株式会社，表題 フィットペダル（ピアノ補助ペダル），掲載

箇所 お奨めセット セット４（３．５ｃｍのペダル１個），媒体のタイプ

〔 〕，掲載年月日 平成１５年７月１５日，検索日 〔平成１５年９月online

１８日検索〕，情報の情報源 インターネット，情報のアドレスＵＲＬ

に掲載された「セット４（３．５ｃｍのペダhttp://www.nezu.ms/fit_pedal.html

ル１個）」と表示されたピアノ補助ペダルの意匠（以下「引用意匠」とい

う。）と意匠に係る物品が共通し，形態が類似し，同法３条１項３号の規定に

より意匠登録を受けることができないとした。

第３ 原告主張の審決取消事由

審決は，分割出願の適法性判断を誤り（取消事由１），その判断の誤りの結

果，意匠の類否判断を誤った（取消事由２）ものであって，違法であるから，

取り消されるべきである。

１ 取消事由１（分割出願の適法性判断の誤り）

( ) 審決は，「『参考図』である参考斜視図は原出願に係わる意匠を現す図面1

とは異なる別の意匠を示すためのものであるとの請求人（注，原告）の主張

（Ｂ）には無理があって採用できず，そして，原出願の図面の一部であるに

しても，それは意匠法第１０条の２でいう二以上の意匠を包含する意匠登録
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出願の一部にはあたらないというべきものである。」（審決謄本４頁第２段

落）としたが，誤りである。

( ) 審決の上記判断は，意匠法１０条の２第１項の「二以上の意匠」にいう2

「意匠」とは，「意匠登録を受けようとする意匠」を意味することを前提と

するものであるが，同意匠は，「意匠登録を受けようとする意匠」に限られ

ず，「意匠登録出願に表現された意匠」をいうものと解すべきである。

ア 意匠法１０条の２第１項は，「意匠登録出願人は，意匠登録出願が審査，

審判又は再審に係属している場合に限り，二以上の意匠を包含する意匠登

録出願の一部を一又は二以上の新たな意匠登録出願とすることができる」

と規定しており，同項の「二以上の意匠」にいう「意匠」については，

「意匠登録を受けようとする意匠」という限定が法律の文言自体にない。

したがって，同意匠は，「意匠登録を受けようとする意匠」に限定されず，

同法２条１項で定義される「意匠」であると解釈するのが相当であり，そ

のように解釈したとしても何の障害，不都合がない。仮に，同法１０条の

２第１項の「二以上の意匠」にいう「意匠」が「意匠登録を受けようとす

る意匠」に限定されるとするのであれば，法律の文言自体にそのような特

定の限定が付されてしかるべきである。

イ 被告は，意匠法７条の「意匠」あるいは同法９条１項の「その意匠」

が，｢意匠登録を受けようとする意匠」を意味するとして，同法１０条の

２第１項の「二以上の意匠」にいう「意匠」も同様である旨主張する。

しかし，同法７条，９条１項の「意匠」が，「意匠登録を受けようと

する意匠」を意味するとしても，同法１条，２条では，「意匠」は，文

言どおり「意匠」を意味し，「意匠登録を受けようとする意匠」を意味

するものではないことは明らかであり，このことからも，同法７条，９

条の解釈を根拠に，これとは異なる条文である同法１０条の２第１項の

「二以上の意匠」にいう「意匠」を「意匠登録を受けようとする意匠」
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であるということはできない。

そして，成文法，それも社会情勢の変化に応じて迅速かつ適切に改正

される特許法や意匠法の条文解釈に際しては，文理解釈を基礎にすべき

であり，それによる解釈が妥当性を欠く場合に法目的などを考慮した論

理解釈を取り入れるべきである。意匠法は，基本的に，文理解釈によっ

て妥当な解釈を行うことができ，同法１０条の２第１項の「二以上の意

匠」にいう「意匠」は，文理解釈により，「意匠」を意味するし，法目

的を考慮した論理解釈によっても，「意匠登録出願に表現された意匠」

と解するのが妥当である。被告は，このように妥当な解釈ができるにも

かかわらず，「創作の奨励」という同法１条の法目的に反するような論

理解釈をし，独自の行政解釈を行っているといわざるを得ない。

ウ 以上のとおり，意匠法１０条の２第１項の「二以上の意匠」にいう

「意匠」を「意匠登録を受けようとする意匠」だけでなく，「意匠登録

出願に表現された意匠」をいうと解釈することは，特許法４４条１項の

「二以上の発明」にいう「発明」の意義について，「特許請求の範囲に

記載された発明」のほか，「特許請求の範囲には記載されないが，明細

書や図面に記載された発明」をも含むと解釈するのと同様である。

すなわち，意匠登録出願において，意匠登録出願の願書及び添付図面

の記載には，「特許請求の範囲には記載されないが，明細書や図面に記

載された発明」に相当するものはあるから，特許法と同様に考えること

ができる。本件においては，原出願の願書(甲２）の「意匠に係る物品」

は「ピアノ補助ペダル」であるのに対し，同願書の「意匠に係る物品の

説明」の中には，「ピアノ補助ペダル」のほか，「アタッチメント」や

「ボード」などの物品が記載され，添付図面には，いわゆる６面図によ

って「ピアノ補助ペダル」が示され，さらに，参考図によって「第１の

アタッチメント」，「第１のアタッチメントを取り付けた形態の補助ペ
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ダル」，「第２のアタッチメント」，「第２のアタッチメントを取り付

けた形態の補助ペダル」等の複数の意匠が示されている。ここで，原出

願により意匠登録を受けようとしたのは，願書の「意匠に係る物品」に

記載される「ピアノ補助ペダル」であり，６面図が示す特定の形態の意

匠であって，それらが原出願において「特許請求の範囲」に対応する。

他方，願書の「意匠に係る物品の説明」の記載及び添付図面の６面図以

外の参考図の記載の中には，「特許請求の範囲」に対応する部分の記載

内容を超える部分，すなわち「特許請求の範囲には記載されないが，明

細書や図面に記載された発明」に相当する部分がある。

創作である意匠には，既存の物品の形態についての創作だけでなく，新

しい物品についての創作，あるいは，物品は既存のものであるが形態がき

わめて斬新なものもあり，そのような創作については，特に創作である意

匠を適切に表現し明らかにするため，「特許請求の範囲には記載されない

が，明細書や図面に記載された発明」に相当する部分の記載内容を豊富に

する傾向がある。同様の傾向は，意匠と発明（考案）との境界に位置する

ような創作を適切に保護するため，意匠と特許（実用新案）との間の出願

変更を可能にするような配慮をしつつ出願する場合にもよくみられる。少

なくともそのような傾向の出願においては，意匠登録出願の願書及び添付

図面の記載には，「意匠登録を受けようとする意匠」以外の意匠がある。

エ 被告は，意匠法１０条の２第１項の「二以上の意匠」にいう「意匠」を

「意匠登録出願に表現された意匠」と解すると，参考図に表現されている

ものだけでなく，必要図に表現されている部分形状や構成部品についても，

「部分意匠」や「部品意匠」と認めなければならない旨主張する。しかし，

必要図に表現されている部分形状や構成部品は，完結した「意匠」にはな

らないのであるから，被告の上記主張は理由がない。

( ) 審決は，「意匠法施行規則第３条関係様式第６の備考８によれば，立体を3
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表す図面は，正投影図法により各図同一縮尺で作成した正面図，背面図，左

側面図，右側面図，平面図及び底面図をもって一組として記載する（以下

『一組の図面』という。）との記述があり，備考１４には，８から１０まで

の図面だけでは，その意匠を十分表現することができないときは，展開図，

断面図，切断部端面図，拡大図，斜視図その他の必要な図（以下『必要な

図』という。）を加え，そのほか意匠の理解を助けるため必要があるときは，

使用の状態を示した図その他の参考図（『参考図』という。）を加えるとの

記述があるところ，『参考図』が図面の一つであることに変わりはないとす

る請求人（注，原告）の主張（Ａ)は認められるにしても，『参考図』はそ

の意匠の理解を助けるため必要があるときに加える図面であり，『一組の図

面』，その意匠を十分表現することができないときに加える『必要な図』と

はその性格を異にするものである点を踏まえるべきである。」（審決謄本３

頁最終段落～４頁第１段落）と説示する。

しかし，「参考図」も，「一組の図面」や「必要な図」と同じく，意匠法

６条１項にいう図面といえる。そこに「参考」という語句が付されるのは，

それが意匠登録を受けようとする意匠との関係では「参考」であることを明

らかにして，意匠登録を受けようとする意匠あるいは登録意匠の範囲を明確

にするためである。意匠登録出願の図面の一部である「参考図」に意匠登録

を受けようとする意匠とは異なる別の意匠が表現されることが認められるの

は，特許出願における明細書に，特許を受けようとする発明のほかに特許請

求の範囲に記載されない発明を記載することが認められるのと同様である。

そして，「参考図」も意匠登録出願の図面の一部であり，原出願の「一組

の図面」及び「必要な図」に一つの意匠が表現され，その原出願の「参考

図」に別の意匠が表現されている以上，原出願は，意匠法１０条の２第１項

にいう「二以上の意匠を包含する意匠登録出願」に当たるというべきであり，

そのように解しても何の障害あるいは不都合もない。



- 7 -

( ) 被告は，分割出願には，出願日遡及効が認められるから，原告主張の上記4

解釈には何の障害あるいは不都合もないとはいえない旨主張する。

しかし，意匠法１０条の２第１項による分割は，特許法４４条１項による

分割と基本的に趣旨を同一にするものであり，特許法において「発明の保

護」を図るため，分割に伴う出願日遡及効を認めるのと同様，意匠法は，

「意匠の創作を奨励」するため，分割に伴う出願日遡及効を認めるのであり，

それは，「意匠の保護と利用とを図る」という同法の基本的な趣旨に基づく

ものである。被告の上記主張は，同法１０条の２の趣旨あるいは沿革を考慮

しないものである。

( ) 被告は，意匠法１０条の２第１項の「二以上の意匠」にいう「意匠」が，5

「意匠登録を受けようとする意匠」を意味することの根拠として，東京高裁

昭和６３年（行ケ）第２５０号平成元年４月２７日判決（乙１，判時１３２

４号１３５頁，以下「乙１判決」という。），意匠審査基準及び意匠審査便

覧を掲げる。

しかし，意匠審査基準及び意匠審査便覧は，特許庁の行政上の取扱いを定

めた規則にすぎないし，それらの内容は，意匠法の規定内容から外れており，

本来的に違法なものである。

また，乙１判決は，意匠法１０条の２第１項が規定する「『二以上の意匠

が包含される場合』とは，具体的には，願書に記載された意匠に係る物品に

二以上の物品が指定されている場合及び添附図面に記載された意匠が二以上

の意匠を構成する場合のいずれか又はその双方に該当する場合を指すものと

解される」と判示しているところ，本件において，原出願の添付図面には，

原出願において意匠登録を受けようとした本体の意匠，第１のアタッチメン

トを取り付けた意匠，第２のアタッチメントを取り付けた意匠（さらには，

第１および第２の各アタッチメントの意匠）が記載されているのであるから，

添付図面に記載された意匠が二以上の意匠を構成する場合に当たる。
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( ) 原出願は，図面及び願書の「意匠に係る物品の説明」の記載内容から，6

「アタッチメント付きピアノ補助ペダル」として特許出願に変更することが

できる。そして，そのような特許出願を再度，意匠登録出願に変更して，出

願日遡及効を維持しつつ本願意匠の権利化を図ることもできる。意匠法の基

本精神である「意匠の創作の保護」には，上記の中間手続を介することなく，

保護に値する意匠を保護することも含むと解するのが相当であるから，本件

の分割出願は，適法である。

２ 取消事由２（意匠の類否判断の誤り）

審決は，分割出願の適法性の判断を誤り，出願日の遡及が認められないこと

を前提に，意匠法４条２項の規定の適用を否定し，本願意匠と引用意匠とが類

似する旨判断したが，この意匠の類否判断は，分割出願の適法性についての誤

った判断を前提としているため，結果的に誤っている。

第４ 被告の反論

審決の判断に誤りはなく，原告主張の取消事由はいずれも理由がない。

１ 取消事由１（分割出願の適法性判断の誤り）について

( ) 原告は，意匠法１０条の２第１項の「二以上の意匠」にいう「意匠」とは，1

「意匠登録を受けようとする意匠」に限られず，「意匠登録出願に表現され

た意匠」をいう旨主張するが，失当である。

( ) 意匠法１０条の２第１項の「二以上の意匠を包含する」という場合の「意2

匠」とは，「意匠登録出願に係る意匠」，すなわち，「意匠登録を受けよう

とする意匠」を意味し，同項の「二以上の意匠を包含する意匠登録出願」は，

「多意匠一出願」を意味する。

意匠法１０条の２第１項の「二以上の意匠」における「意匠」には，特に

上記のような限定が付されていないが，同法７条の「意匠」は，意匠登録出

願に係る意匠であり，「意匠登録を受けようとする意匠」を意味し，また，

同法９条１項の「最先の意匠登録出願人のみがその意匠について意匠登録を
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受けることができる」という場合の「その意匠」とは，「意匠登録を受けよ

うとする意匠」を意味することは明らかである。

そして，これらの規定と同様，同法１０条の２第１項においても，「意匠

登録出願人は」と規定され，そこにいう「意匠」は，直接的に限定が付され

ていなくとも，意匠登録出願に係る意匠であり，「意匠登録を受けようとす

る意匠」を意味する。

乙１判決において，上記を前提とする判示がされているほか，「意匠審査

基準９１．１．２」（乙２）及び「意匠審査便覧１７．１６」（乙３）にお

いても，上記の解釈を前提とする審査運用が採られている。

( ) 原告は，「参考図」も意匠登録出願の図面の一部であり，原出願の「一組3

の図面」及び「必要な図面」に一つの意匠が表現され，また，原出願の「参

考図」に別の意匠が表現されている以上，原出願が，意匠法１０条の２第１

項にいう「二以上の意匠を包含する意匠登録出願」である旨主張する。

しかし，原出願の「参考図」は，「一組の図面」と左斜め上方から見た斜

視図の「必要な図」によって特定された一つの意匠の理解を助けるためのも

のであって，原出願に係る意匠としては，参考図も含めた願書添付図面全体

によって「特定された一つの意匠」が認識される。「参考図」に意匠登録出

願に係る意匠（意匠登録を受けようとする意匠）とは別の意匠が表現されて

いても，同意匠は，「意匠登録を受けようとする意匠」として記載したもの

ではないから，原出願は，二以上の意匠を包含するものではない。

( ) 原告は，意匠法１０条の２第１項の「二以上の意匠」にいう「意匠」を4

「意匠登録を受けようとする意匠」だけでなく，「意匠登録出願に表現され

た意匠」をいうと解釈することは，特許法４４条１項の「二以上の発明」に

いう「発明」について，「特許請求の範囲に記載された発明」のほか，「特

許請求の範囲には記載されないが，明細書や図面に記載された発明」をも含

むと解釈するのと同様である旨主張するが，失当である。
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特許法における「特許を受けようとする発明」の特定方法と，意匠法にお

ける「意匠登録を受けようとする意匠」の特定方法とは相違し，意匠法１０

条の２第１項における「二以上の意匠」について，特許法４４条１項におけ

る「二以上の発明」と同じ解釈をすることは妥当でない。

すなわち，意匠法においては，「願書に意匠登録を受けようとする意匠を

記載した図面を添付して」意匠登録出願をし（６条），意匠登録を受けた場

合，その「登録意匠の範囲は，願書の記載及び願書に添附した図面の記載又

は願書に添附した写真，ひな形若しくは見本により現わされた意匠に基いて

定めなければならない」と規定されている（２４条）。したがって，「意匠

登録を受けようとする意匠」は，意匠登録出願の願書及び添付図面の記載の

全体に基づいて特定されるのであり，「特許請求の範囲に記載された発明」

（特許を受けようとする発明）に相当するのは，「願書及び添付図面に記載

された意匠登録を受けようとする意匠」であり，意匠登録出願の願書及び添

付図面の記載には，「意匠登録を受けようとする意匠」以外のものはなく，

原告主張のように「特許請求の範囲には記載されないが，明細書や図面に記

載された発明」に相当するものはない。

そのため，補正について，特許法では，「願書に最初に添付した明細書，

特許請求の範囲又は図面・・・に記載した事項の範囲内」であれば，特許請

求の範囲の記載を変更する補正が認められる（１７条の２第３項）のに対し

て，意匠法では，「意匠登録を受けようとする意匠」の要旨を変更する補正

は認められず，「願書の記載又は願書に添付した図面，写真，ひな形若しく

は見本についてした補正がこれらの要旨を変更するものであるときは，審査

官は，決定をもってその補正を却下しなければならない」（１７条の２第１

項）とされている。

また，仮に，原告主張のように，意匠法１０条の２第１項の「二以上の意

匠」にいう「意匠」を，「意匠登録出願に表現された意匠」と解する場合，
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「意匠登録を受けようとする意匠」以外の意匠であって参考図に表現されて

いるものだけでなく，必要図に表現されている部分形状や構成部品について

も，「意匠登録を受けようとする意匠」以外の表現されている「部分意匠」

や「部品意匠」と認めなければならないこととなる。しかし，意匠登録を受

けようとする意匠の特定方法や補正の範囲からすると，出願当初に意匠登録

を受けようとした意匠とは全く別の意匠について自由に出願の分割を認める

ことは妥当ではない。

( ) 分割による新たな意匠登録出願は，もとの意匠登録出願の時にしたものと5

みなされ（意匠法１０条の２第２項），新規性及び創作非容易性の登録要件

（同法３条）の判断のみならず，先後願や同日出願に関する規定（同法９

条），登録要件（同法３条の２），他人の権利との関係（同法２６条）ある

いは先使用権（同法２９条）等は，原出願の出願時を基準とする。

したがって，仮に，意匠法１０条の２第１項の「二以上の意匠」にいう

「意匠」を「意匠登録を受けようとする意匠」に限定せず，「意匠登録出願

に表現された意匠」について分割出願が認められるとすると，他の意匠登録

出願，他人の権利あるいは他人の実施等との間に，出願当初にはなかった関

係が新たに生じるものであり，何の障害あるいは不都合もないとはいえない。

( ) 原告は，原出願について，図面及び願書の「意匠に係る物品の説明」の記6

載内容から，「アタッチメント付きピアノ補助ペダル」として特許出願に変

更することができ，そのような特許出願を再度，意匠登録出願に変更して，

出願日遡及効を維持しつつ本件の分割出願の意匠の権利化を図ることもでき

ること，意匠法の基本精神である「意匠の創作の保護」には，上記の中間手

続を介することなく，保護に値する意匠を保護することをも含むと解するの

が相当であることから，本件の分割出願は適法である旨主張するが，失当で

ある。

本件出願は，原出願を特許出願に変更し，再度，意匠登録出願に変更した
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ものではないから，出願の変更による出願日の遡及が認められるものではな

い。また，出願の変更について，中間手続を介することなく手続ができる旨

の規定は，特許法及び意匠法のいずれにも存在しない。

２ 取消事由２（意匠の類否判断の誤り）について

原告は，審決の本願意匠と引用意匠との類否判断の誤りを主張するが，その

前提となる分割出願の適法性についての判断に誤りがないことは，上記のとお

りであるから，原告の主張は理由がない。

第５ 当裁判所の判断

１ 取消事由１（分割出願の適法性判断の誤り）について

( ) 審決は，「『参考図』である参考斜視図は原出願に係わる意匠を現す図面1

とは異なる別の意匠を示すためのものであるとの請求人（注，原告）の主張

（Ｂ）には無理があって採用できず，そして，原出願の図面の一部であるに

しても，それは意匠法第１０条の２でいう二以上の意匠を包含する意匠登録

出願の一部にはあたらないというべきものである。」（審決謄本４頁第２段

落）とし，意匠法１０条の２第１項の「二以上の意匠」にいう「意匠」とは，

「意匠登録を受けようとする意匠」であることを前提として，「本願につい

ては，意匠法第１０条の２第１項の規定による原出願からの出願の分割は認

められず」（同５頁第２段落）と判断したところ，原告は，同項の「意匠」

は，「意匠登録を受けようとする意匠」に限られず，「意匠登録出願に表現

された意匠」をいう旨主張し，審決の上記判断を争っている。

意匠法１０条の２第１項は，「意匠登録出願人は，意匠登録出願が審査，

審判又は再審に係属している場合に限り，二以上の意匠を包含する意匠登録

出願の一部を一又は二以上の新たな意匠登録出願とすることができる。」と

規定し，一つの意匠登録出願に二以上の意匠が包含される場合，その意匠登

録出願の一部を一又は二以上の新たな意匠登録出願とすることができる旨定

めている。
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一方，同法７条は，「意匠登録出願は，経済産業省令で定める物品の区分

により意匠ごとにしなければならない。」と規定するとともに，同法１７条

は，「その意匠登録出願が第七条に規定する要件を満たしていないとき」

（３号）には，審査官は，その意匠登録出願について拒絶すべき旨の査定を

しなければならないと規定しており，いわゆる一意匠一出願制度を採用して

いる。このような一意匠一出願制度の下で，「二以上の意匠を包含する意匠

登録出願」について，拒絶査定を回避するためには，同法１０条の２第１項

の規定による意匠登録出願の分割をすべきことになるが，同規定の「二以上

の意匠」にいう「意匠」が「意匠登録を受けようとする意匠」に限定される

か否かが本件の実質的な争点である。

( ) そこで，検討すると，意匠法６条は，１項において，「意匠登録を受けよ2

うとする者は，次に掲げる事項を記載した願書に意匠登録を受けようとする

意匠を記載した図面を添付して特許庁長官に提出しなければならない。一

意匠登録出願人の氏名又は名称及び住所又は居所 二 意匠の創作をした者

の氏名及び住所又は居所 三 意匠に係る物品」とするほか，２項において，

「経済産業省令で定める場合は，前項の図面に代えて，意匠登録を受けよう

とする意匠を現わした写真，ひな形又は見本を提出することができる。この

場合は，写真，ひな形又は見本の別を願書に記載しなければならない。」と，

３項において，「第一項第三号の意匠に係る物品の記載又は願書に添付した

図面，写真若しくはひな形によってはその意匠の属する分野における通常の

知識を有する者がその意匠に係る物品の材質又は大きさを理解することがで

きないためその意匠を認識することができないときは，その意匠に係る物品

の材質又は大きさを願書に記載しなければならない。」と，４項において，

「意匠に係る物品の形状，模様又は色彩がその物品の有する機能に基づいて

変化する場合において，その変化の前後にわたるその物品の形状，模様若し

くは色彩又はこれらの結合について意匠登録を受けようとするときは，その
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旨及びその物品の当該機能の説明を願書に記載しなければならない。」とそ

れぞれ規定している。また，同法２０条３項は，「前項の登録（注，意匠権

の設定の登録）があったときは，次に掲げる事項を意匠公報に掲載しなけれ

ばならない。一 意匠権者の氏名又は名称及び住所又は居所 二 意匠登録

出願の番号及び年月日 三 登録番号及び設定の登録の年月日 四 願書及

び願書に添付した図面，写真，ひな形又は見本の内容 五 前各号に掲げる

もののほか，必要な事項」と規定し，さらに，同法２４条は，「登録意匠の

範囲は，願書の記載及び願書に添附した図面に記載され又は願書に添附した

写真，ひな形若しくは見本により現わされた意匠に基いて定めなければなら

ない。」と規定している。

また，意匠法施行規則３条は，「願書に添付すべき図面は，様式第六によ

り作成しなければならない」とし，様式第６の備考８には，立体を表す図面

は，正投影図法により各図同一縮尺で作成した正面図，背面図，左側面図，

右側面図，平面図及び底面図をもって一組として記載する旨が記載され，同

備考１４には，意匠登録を受けようとする意匠を記載した正面図等だけでは，

その意匠を十分表現することができないときは，展開図，断面図，切断部端

面図，拡大図，斜視図その他の必要な図を加え，そのほか意匠の理解を助け

るため必要があるときは，使用の状態を示した図その他の参考図を加える旨

が記載されている。

上記各規定によると，「意匠登録を受けようとする意匠」の範囲を確定す

るための基礎となるのは，願書の記載及び願書に添付した図面に記載され又

は願書に添付した写真，ひな形若しくは見本により現された意匠，換言する

と，「意匠に係る物品」の記載と願書に添付された図面に記載された意匠，

あるいは，「図面に代えて，意匠登録を受けようとする意匠を現した写真，

ひな形又は見本」に現された意匠であり，上記記載のみでは必ずしも意匠の

表現が十分でないと考えられるときに，展開図，断面図，切断部端面図，斜
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視図その他の必要な図を加え，そのほか意匠の理解を助けるため必要がある

とき，使用の状態を示した図その他の参考図を加えることができる。

そして，意匠法１０条の２第１項の「二以上の意匠を包含する意匠登録出

願」か否かは，同法２４条と同様，願書の記載及び願書に添付した図面に記

載され又は願書に添付した写真，ひな形若しくは見本により現された意匠に

基づいて確定されるべきものであり，必要があれば，展開図，断面図，切断

部端面図，拡大図，斜視図その他の必要な図，使用の状態を示した図その他

の参考図をも参照することになる。

したがって，展開図，断面図，切断部端面図，拡大図，斜視図その他の必

要な図，使用の状態を示した図その他の参考図中に，「意匠登録を受けよう

とする意匠」とは別の意匠が記載されているとしても，「二以上の意匠を包

含する意匠登録出願」か否かにおいて検討されるべき対象になるものではな

い。

( ) これを分割出願に係る本件出願についてみると，以下のとおりである。3

ア 原出願は，意匠登録を受けようとする意匠に係る物品を「ピアノ補助ペ

ダル」とするものである。

「ピアノ補助ペダル」とは，原出願の願書（甲２）の意匠に係る物品の

説明も参酌すれば，小さなピアニスト（例えば子供）が無理のない姿勢で

ピアノを演奏することができるよう，付属の固定ねじによりピアノのペダ

ルをはさみ込むように取り付け，ペダルの高さを上げるようにした装置で

あり，補助ペダルを操作することによりピアノのペダルを操作できるよう

にしたものである。原出願の願書に添付した図面には，意匠登録を受けよ

うとする意匠の正面図，左側面図，右側面図，平面図，底面図，左斜上方

から見た斜視図が記載されている（背面図は正面図と対称なので省略され

ている。）。

また，原出願の願書の意匠に係る物品の説明には，ピアノ補助ペダルに
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ついて，適正な高さを得るために，さらにその高さを上げるアタッチメン

トを取り付けて，これと組み合わせて使用することができること，アタッ

チメントは，例えば，高さ３．５ｃｍの第１の低い方のアタッチメント又

は高さ５ｃｍの第２の高い方のアタッチメントのいずれかを選択すること，

ピアノ補助ペダルは，ねじによって，アタッチメントを交換可能に取り付

ける構成となっていることが記載されており，原出願の願書添付の図面に

は，別添審決謄本写し別紙第２表示のとおり，上記意匠登録を受けようと

する意匠を記した図面のほかに，第１のアタッチメントを示す参考斜視図，

ピアノ補助ペダルに第１のアタッチメントを取り付けた状態を示す参考斜

視図，第２のアタッチメントを示す参考斜視図，ピアノ補助ペダルに第２

のアタッチメントを取り付けた状態を示す参考斜視図が記載され，第１，

第２のアタッチメントを取り付けたピアノ補助ペダルの使用状態を示す各

参考斜視図も記載されている

ここで，第１，第２のアタッチメントを示す各参考斜視図，ピアノ補助

ペダルに第１，第２のアタッチメントを取り付けた状態を示す各参考斜視

図，第１，第２のアタッチメントを取り付けたピアノ補助ペダルの使用状

態を示す各参考斜視図は，「意匠に係る物品」である「ピアノ補助ペダ

ル」と，正面図，左側面図，右側面図，平面図，底面図，左斜上方から見

た斜視図に基づいて確定されるべき「意匠登録を受けようとする意匠」の

理解を助ける目的で記載されていることが明らかであり，上記( )の「参2

考図」に当たるものである。。

イ 一方，本件出願は，原出願の第１のアタッチメントを取り付けた状態の

アタッチメント部分を含むピアノ補助ペダルに係る意匠について，意匠に

係る物品を「ピアノ補助ペダル」として出願するものであり，別添審決謄

本写し別紙第１表示のとおり，願書添付の図面には，正面図，右側面図，

平面図，左側面図，底面図，左斜上方から見た斜視図，使用状態を示す参
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考斜視図が記載されている。本件出願の願書添付の図面中，左斜上方から

見た斜視図は，原出願の願書添付の図面中の，ピアノ補助ペダルに第１の

アタッチメントを取り付けた状態を示す参考斜視図と同内容の図面であり，

使用状態を示す参考斜視図は，原出願の願書添付の図面中の，第１のアタ

ッチメントを取り付けたピアノ補助ペダルの使用状態を示す参考斜視図と

同内容の図面である。

ウ 以上のとおり，原出願は，意匠に係る物品を「ピアノ補助ペダル」とし，

意匠登録を受けようとする意匠として，アタッチメントを取り付けていな

いピアノ補助ペダルに係る意匠を登録出願したものである。原出願に添付

の図面の参考図においては，アタッチメントを取り付けた状態のアタッチ

メント部分を含むピアノ補助ペダルの意匠が示されているということがで

きるが，それは，意匠登録を受けようとする意匠の理解を助ける目的で，

当該意匠以外の意匠として示されている。

本件出願は，原出願の参考図において示されたアタッチメントを取り付

けた状態のアタッチメント部分を含むピアノ補助ペダルに係る意匠につい

て，意匠に係る物品を「ピアノ補助ペダル」として，意匠登録を受けよう

とするものであるところ，本件出願において意匠登録を受けようとする本

願意匠は，原出願において，意匠登録を受けようとする意匠ではないので

あるから，本件出願は，意匠法１０条の２第１項の要件を満たす分割出願

であるということはできない。

( ) 原告は，「参考図」も意匠登録出願の図面の一部であり，原出願の「一組4

の図面」及び「必要な図」に一つの意匠が表現され，その原出願の「参考

図」に別の意匠が表現されている以上，原出願は，意匠法１０条の２第１項

にいう「二以上の意匠を包含する意匠登録出願」に当たるというべきであり，

そのように解しても何の障害あるいは不都合もない旨主張する。

しかし，参考図が，「二以上の意匠を包含する意匠登録出願」か否かの判
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断の対象となるものではないことは，上記のとおりである。

そして，上記( )のとおり，本願意匠は，原出願の参考図に示されていた3

ものであるが，参考図において，仮に，意匠登録を受けようとする意匠以外

の意匠が示されたとしても，それは飽くまで意匠登録を受けようとする意匠

の理解を助ける目的で，当該意匠とは別の，意匠登録を受けようとしない意

匠として示されているものであり，その意匠は，必ずしも，意匠登録を受け

ようとする意匠のように所定の様式に従って厳密に記載された図面によって

示されているものではなく，意匠登録を受けるため，意匠に係る物品を明ら

かにしているわけでもないから，この意匠を意匠制度の下で保護することが

予定されているということはできない。

また，様式の制限や意匠に係る物品欄の記載に掲げられた物品と関係がな

く，単なる参考のために記載された図面中の意匠について，出願日遡及効

（意匠法１０条の２第２項）を有する分割出願を認めることは，意匠登録を

受けようとする意匠について，意匠に係る物品を明らかにして，所定の図面

により意匠を示して出願した場合に，一定の要件の下に登録して排他的，独

占的な保護を与えるという意匠制度の趣旨に反するものであるだけでなく，

不当に出願日遡及効が認められる範囲を広げ，第三者及び公益を不当に害す

るものとなる。

したがって，このような意匠制度の趣旨等に照らすと，意匠登録出願の願

書の図面において意匠登録を受けようとしない何らかの意匠が示されていて

も，当該意匠登録を受けようとしない意匠について，分割出願を認め，もと

の出願時までの遡及効を認めることは許されないところであって，意匠法１

０条の２第１項の「二以上の意匠を包含する意匠登録出願」にいう「意匠」

は，参考図等において意匠登録を受けようとしない意匠として示された意匠

を含まず，もとの出願において意匠登録を受けようとする意匠のみを意味す

ると解するのが相当である。
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なお，意匠法においては，要旨の変更となる補正は許されないことが明確

に規定され（１７条の２第１項，９条の２），意匠登録を受けようとする意

匠として願書に添付した図面で示された意匠について，その要旨を変更する

補正が許されないところ，分割出願には，出願日遡及効が認められている

（１０条の２第２項）のであるから，原出願について補正のできる範囲内で

行うことができるのでなければ，本来許されない補正が，分割出願の方法を

用いることによって実質的に可能になるという，不当な結果を招く。そして，

願書に添付した図面中の参考図等において，意匠登録を受けようとする意匠

以外の意匠が示されることはあり得るのであるが，当該意匠は，意匠登録を

受けようとする意匠と要旨を異にする意匠であり，そのような意匠を意匠登

録を受けようとする意匠とする補正が許されないことは明らかであって，補

正が許されないことが法規上，明確な意匠について，分割の方法により，実

質的に補正を行うことが不当であることは，上記のとおりである。

さらに，原告は，意匠法１０条の２第１項の「二以上の意匠」にいう「意

匠」に，「意匠登録を受けようとする意匠」という限定が付されていないこ

とから，同項の「意匠」は，同法２条１項で定義される「意匠」であり，

「意匠登録を受けようとする意匠」と限定して解釈するのは相当でない旨主

張するが，法律の規定は，その文言だけでなく，当該法律の趣旨や他の条項

と整合的に解釈されなければならないのであって，意匠法の趣旨や同法の他

の条項との整合性を考慮すると，同法１０条の２第１項の「二以上の意匠」

にいう「意匠」は，前記のとおり，意匠登録を受けようとする意匠をいうも

のと解釈するのが相当であり，原告の主張は，採用の限りではない。

( ) 原告は，意匠法１０条の２第１項の「二以上の意匠」にいう「意匠」につ5

いて，「意匠登録を受けようとする意匠」だけでなく，「意匠登録出願に表

現された意匠」をいうと解釈することは，特許法４４条１項の「二以上の発

明」にいう「発明」について，「特許請求の範囲に記載された発明」のほか，
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「特許請求の範囲には記載されないが，明細書や図面に記載された発明」を

も含むと解釈するのと同様である旨主張する。

確かに，特許出願の分割に関する特許法４４条は，「特許出願人は，願書

に添付した明細書，特許請求の範囲又は図面について補正をすることができ

る期間内に限り，二以上の発明を包含する特許出願の一部を一又は二以上の

新たな特許出願とすることができる。」（１項），「前項の場合は，新たな

特許出願は，もとの特許出願の時にしたものとみなす。」（２項）と規定し，

意匠登録出願の分割に関する意匠法１０条の２は，「意匠登録出願人は，意

匠登録出願が審査，審判又は再審に係属している場合に限り，二以上の意匠

を包含する意匠登録出願の一部を一又は二以上の新たな意匠登録出願とする

ことができる」（１項），「前項の規定による意匠登録出願の分割があった

ときは，新たな意匠登録出願は，もとの意匠登録出願の時にしたものとみな

す。」（２項）と規定しているから，規定の仕方においては類似している。

しかし，特許法７０条１項は，「特許発明の技術的範囲は，願書に添付し

た特許請求の範囲の記載に基づいて定めなければならない。」とし，特許出

願においては，特許請求の範囲に記載されている発明とは別に，明細書の発

明の詳細な説明や図面に記載された発明が存在することが想定し得るのに対

し，意匠法２４条は，「登録意匠の範囲は，願書の記載及び願書に添附した

図面に記載され又は願書に添附した写真，ひな形若しくは見本により現わさ

れた意匠に基いて定めなければならない。」としているから，意匠登録出願

において，特許請求の範囲と明細書の発明の詳細な説明との区別のようなも

のはなく，「意匠登録を受けようとする意匠」以外のものはない。

なお，意匠登録を受けようとする意匠の説明のための展開図，断面図，切

断部端面図，拡大図，斜視図その他の必要な図，使用の状態を示した図その

他の参考図が，特許請求の範囲と対置される発明の詳細な説明や図面に相当

するものといえないことは明らかである。
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また，特許法１７条は，願書に添付した明細書，特許請求の範囲又は図面

について補正をすることを認めている（ただし，同法１７条の２第３項によ

り，願書に最初に添付した明細書，特許請求の範囲又は図面に記載した事項

以外の新規事項を追加する補正を行うことは許容されない。）のに対し，意

匠法１７条の２第１項は，「願書の記載又は願書に添付した図面，写真，ひ

な形若しくは見本についてした補正がこれらの要旨を変更するものであると

きは，審査官は，決定をもってその補正を却下しなければならない。」とし，

意匠の要旨の変更となる補正を一切認めていない。

以上によれば，特許法４４条１項の「二以上の発明を包含する特許出願」

には，明細書の発明の詳細な説明や図面に記載された発明も包含するのに対

し，意匠法１０条の２第１項の「二以上の意匠を包含する意匠登録出願」に

は，意匠登録出願の願書及び添付図面に記載された「意匠登録を受けようと

する意匠」のみがあり，「意匠登録を受けようとする意匠」とは別に，特許

法における明細書の発明の詳細な説明や図面に記載された発明に相当するも

のを想定することはできない。

そして，上記( )のとおり，単なる参考のために記載された図面中の意匠4

について，出願日遡及効（意匠法１０条の２第２項）を有する分割出願を認

めることは，意匠制度の趣旨に反するものであるばかりでなく，出願日遡及

効が認められる範囲を広げ，第三者及び公益を不当に害するものともなる。

また，特許制度の趣旨は，産業政策上の見地から，自己の工業上の発明を

特許出願の方法で公開することにより社会における工業技術の豊富化に寄与

した発明者に対し，公開の代償として，第三者との間の利害の適正な調和を

図りつつ発明を一定期間独占的，排他的に実施する権利を付与してこれを保

護しようとするものであり，特許制度においては，明細書において開示され

た発明についても，公開の代償として一定の保護を与えることが制度の趣旨

に則ったものである（最高裁昭和５５年１２月１８日第一小法廷判決・民集
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３４巻７号９１７頁参照）のに対し，意匠制度においては，そのようなとこ

ろまで要請されているわけではない。

したがって，特許法４４条１項の「二以上の発明」にいう「発明」につい

て，「特許請求の範囲に記載された発明」のほか，「特許請求の範囲には記

載されないが，明細書や図面に記載された発明」をも含むと解釈するのと同

様に，意匠法１０条の２第１項の「二以上の意匠」にいう「意匠」について，

「意匠登録を受けようとする意匠」だけでなく，「意匠登録出願に表現され

た意匠」をいうと解釈できる旨の原告の主張は失当である。

( ) 原告は，原出願について，図面および願書の「意匠に係る物品の説明」の6

記載内容から，「アタッチメント付きピアノ補助ペダル」として特許出願に

変更することができ，そのような特許出願を再度，意匠登録出願に変更して，

出願日遡及効を維持しつつ本件の分割出願の意匠の権利化を図ることもでき

ること，意匠法の基本精神である「意匠の創作の保護」には，上記の中間手

続を介することなく，保護に値する意匠を保護することをも含むと解するの

が相当であることから，本件の分割出願は適法である旨主張する。

しかし，本件は，原告主張のように，原出願を特許出願に変更し，再度，

意匠登録出願として本件出願をしたものではないし，また，一般的な「意匠

の創作の保護」という精神により，特許出願に変更する手続を経ずに，出願

日遡及効を維持しつつ，分割出願に係る本願意匠の権利化を図ることができ

るものではないから，原告の主張は失当というほかない。

( ) 以上によれば，原告の取消事由１の主張は採用することができない。7

２ 取消事由２（意匠の類否判断の誤り）について

原告は，審決が，分割出願の適法性の判断を誤り，出願日の遡及を認めない

ことに基づいて，意匠法４条２項の規定の適用を否定した結果，本願意匠と引

用意匠との類否判断を誤った旨主張する。

しかし，審決の分割出願の適法性についての判断に誤りがないことは，上記
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のとおりであるから，原告の取消事由２の主張は，その前提を欠き，失当であ

る。

３ 以上のとおり，原告主張の取消事由はいずれも理由がなく，他に審決を取り

消すべき瑕疵は見当たらない。

よって，原告の請求は理由がないから棄却することとし，主文のとおり判決

する。
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